
 

第２回レファレンス協同データベース事業参加館フォーラム 

配布資料（Ｗｅｂ公開版） 
 
１ プログラム 
 
２ 資料 
（1）事業報告「レファレンス協同データベース事業平成 17年度事業報告」 
 資料① 3枚 
 資料② 9枚 
（2）基調講演「レファレンス協同データベースの可能性」 
 資料③ 7枚 
 資料④ 6枚  ※ 参考図 1～6 
（3）報告 1「東京都立図書館の実践」 
 資料⑤ 2枚  
（4）報告 2「大学医学図書館から見たレファレンス協同データベースの可能性」 
 資料⑥ 5枚  
（5）パネルディスカッション 

「レファレンス協同データベースを業務に活かす実践的ノウハウ」 
 資料⑦ 5枚  
 資料⑧ 7枚  ※ パネリスト発表資料 
 
 
その他の配布資料 
・レファレンス協同データベース事業（パンフレット） 
・レファレンス協同データベース事業データ作成・公開に関するガイドライン（冊子） 
 



第２回レファレンス協同データベース事業参加館フォーラム 

プログラム 
 
 
日時 ： 平成 18 年 2 月 24 日（金） 午前 10 時 30 分～午後 4時 

会場 ： 国立国会図書館 関西館 大会議室 

 
 

【午前の部 10 時 30 分～12 時 30 分】 

1 開会あいさつ レファレンスサービスの新しい地平へ 

 国立国会図書館関西館事業部長 西耒路秀彦 

2 事業報告 国立国会図書館関西館事業部電子図書館課 山元真樹子 

3 基調講演 レファレンス協同データベースの可能性 

－レファレンス事例と調べ方マニュアルの研修効果と実践－ 

 昭和女子大学人間社会学部教授 大串夏身 

4 報告 1 東京都立図書館の実践 

東京都立中央図書館 進藤つばら 

 
【午後の部 13 時 40 分～16 時】 

5 報告 2 大学医学図書館から見たレファレンス協同データベースの活用可能性 

 慶應義塾大学信濃町メディアセンター 酒井由紀子 

6 パネルディスカッション レファレンス協同データベースを業務に活かす実践的ノウハウ 

－記録する・使う・伝える－ 

コーディネーター 青山学院大学文学部教授 小田光宏 

 秋田県立図書館 山崎博樹 

 立川市中央図書館 斎藤誠一 

 同志社大学総合情報センター 井上真琴 

 国立国会図書館主題情報部主任司書 石渡裕子 

7 閉会あいさつ 国立国会図書館関西館事業部電子図書館課長 武藤寿行 

 
司会：国立国会図書館関西館事業部電子図書館課 課長補佐 原田久義 
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レファレンス協同データベース事業
平成17年度事業報告

第2回レファレンス協同データベース事業
参加館フォーラム

国立国会図書館関西館
事業部電子図書館課研究企画係
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　１　経過報告

(1)国立国会図書館による活動

平成17年

4月 実験終了　本格事業化

7月 実施要項、参加規定改訂

10月 ガイドライン策定

参加館追加募集（～9月）

システム研修会実施
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　１　経過報告

(1)国立国会図書館による活動

平成17年

12月 システム一般公開

システム新機能リリース（1次）

2月 第2回参加館フォーラム
『ガイドライン』刊行

平成18年

3月 システム新機能リリース（2次）
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　１　経過報告

(2)外部協力者による活動（研修利用）

平成17年

6月 図書館司書専門講座

JLA中堅職員ステップアップ研修(2)

10月 慶應義塾大学「情報資源管理特殊
講義X」

7月
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　２　広報活動

(1)講演等

(2)雑誌記事

(3)刊行物

全国公共図書館サービス部門研究集会

三田図書館・情報学会月例会　　など

国立国会図書館月報

情報の科学と技術（３月刊行予定）

参加館フォーラム記録集（オンライン）

データ作成・公開に関するガイドライン（本日配布）

現代の図書館（３月刊行予定）

など
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参加館数合計　３９０館

公共図書館

大学図書館

専門図書館

国立国会図書館

　支部図書館

その他

68.2%

23.8%
6.7%
1.0%
0.3%

　３　参加館数

２６６館

９３館

２６館

４館

１館

（平成18年1月末現在）
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(1)館種別データ登録件数

　４　データ登録件数

公共図書館

大学図書館

専門図書館

国立国会図書館

１６，４８２件

１，１９２件

１，７６６件

８６５件

81.2%

5.9%
8.7% 4.2%

（平成18年1月末現在）

データ4種類合計 ２０，３０５件
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　４　データ登録件数

データ4種類合計

一般公開

参加館公開

自館のみ参照

(1)公開レベル別データ登録件数

９，５２１件

６，９５９件

３，８２５件

２０，３０５件

（平成18年1月末現在）

46.9%

34.3%

18.8%
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(2)分野別データ登録件数

　４　データ登録件数

①レファレンス事例データ
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9 一般公開

参加館公開

一般公開

＋

１１，１７８件

４，９８８件

※NDC付与データのみ

（平成18年1月末現在）
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(2)分野別データ登録件数

　４　データ登録件数

②調べ方マニュアルデータ
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※NDC付与データのみ

一般公開

参加館公開

＋

１６０件

１４７件

一般公開

（平成18年1月末現在）
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(3)提供館別データ公開件数（上位ランキング）

　４　データ登録件数

①レファレンス事例データ　（一般公開上位１０館）

参加館名 登録件数
1 東京都立中央図書館 945
2 山梨県立図書館 861
3 岐阜県図書館 679
4 秋田県立図書館 603
5 近畿大学中央図書館 580
6 国立国会図書館（National Diet Library） 532
7 愛知県勤労会館労働図書資料室 488
8 茨城県立図書館 401
9 岡山県立図書館 353
10 日本海運振興会海事情報センター 337

（平成18年1月末現在）
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(3)提供館別データ公開件数（上位ランキング）

　４　データ登録件数

②調べ方マニュアルデータ　（一般公開上位５館）

（平成18年1月末現在）

参加館名 登録件数
1 国立国会図書館（National Diet Library） 105
2 日本能率協会総合研究所マーケティン
グデータバンク

62

3 福岡県立図書館 20
4 大阪府立中之島図書館 17
5 東邦大学医学メディアセンター 4
5 福井県立図書館 4
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平成１４年４月：約　３，０００件

平成１８年１月：　 ２０，３０５件（データ４種類合計）

＜参考＞データ登録数の推移

　４　データ登録件数
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＜参考＞月別新規登録データ数

　４　データ登録件数

平成17年4月～平成18年1月　平均　５９１件／月
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　５　データ利用件数

(1)月別被参照数の推移

参加館

一般

平成17年4月～平成18年1月
平均７，８５１件／月
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(2)データ提供館別被参照数（上位ランキング）
①レファレンス事例データ　（上位１０館）

　５　データ利用件数

参加館名 総被参照数
1 埼玉県立久喜図書館 30,712
2 近畿大学中央図書館 13,736
3 東京都立中央図書館 9,608
4 国立国会図書館（National Diet Library） 8,157
5 岐阜県図書館 4,403
6 香川県立図書館 4,322
7 山梨県立図書館 3,728
8 相模原市立相模大野図書館 2,958
9 大阪府立中央図書館 2,712
10 秋田県立図書館 2,701
※平成１６年～平成１８年１月　総被参照数
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(2)データ提供館別被参照数（上位ランキング）
②調べ方マニュアルデータ　（上位５館）

　５　データ利用件数（平成18年1月末現在）

参加館名 総被参照数
1 国立国会図書館（National Diet Library） 2967
2 福岡県立図書館 778
3 大阪府立中之島図書館 624
4 札幌市中央図書館 605
5 日本能率協会総合研究所マーケティン
グデータバンク

298

※平成１６年～平成１８年１月　総被参照数
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　６　平成１７年度システム機能強化

(1)相互支援機能の強化

(2)データの利用促進のための機能強化

詳しくは１階会議室（展示コーナー）
へ。
デモンストレーション用パソコンも設
置しています。

①未解決レファレンス事例データの電子メール配信機能

③調べ方マニュアルデータのコメント付与機能

全データの新着・更新情報のＲＳＳ提供機能

など・・・

②コメント到着時の電子メール通知機能
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　おわりに

ありがとうございました。
これからもご協力よろしくお願いいたします。

平成１８年度は・・・
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レファレンス協同データベース事業平成 17 年度事業報告 
 

国立国会図書館関西館事業部 

電子図書館課研究企画係 

 

1 経過報告 

 

 (1) 国立国会図書館による活動 

  平成 17 年 4 月 実験を終え、「レファレンス協同データベース事業」として本格事業化 

 6 月 第 1回事例データ作成・公開に関するガイドライン策定検討会議[23日] 

 7 月 レファレンス協同データベース事業実施要項改訂[7 日] 

  国立国会図書館レファレンス協同データベース事業参加規定改訂[7

日] 

  参加館追加募集[7 日～9月 6 日] 

  第 2回事例データ作成・公開に関するガイドライン策定検討会議[21日] 

 8 月 第 3回事例データ作成・公開に関するガイドライン策定検討会議[29日] 

 9 月 「データ作成・公開に関するガイドライン」参加館意見公募[15～30 日] 

 10 月 「レファレンス協同データベース事業データ作成・公開に関するガイドラ

イン」策定[14 日] 

   第 1 回レファレンス協同データベース・システム研修会実施[20 日] 

 12 月 レファレンス協同データベース・システム一般公開[15 日] 

   システム新機能リリース（第１次）[15 日] 

  平成18年  2月 第 2回レファレンス協同データベース事業参加館フォーラム開催[24日] 

   『レファレンス協同データベース事業データ作成・公開に関するガイドラ

イン』刊行[24 日] 

  3 月 システム新機能リリース（第 2 次）[15 日] 

 

 (2)外部協力者による活動 

  平成17年  6月 平成17年度図書館司書専門講座（主催：文部科学省、国立教育政策研究

所）[17 日] 

  7 月 2005年度JLA中堅職員ステップアップ研修(2)（主催：日本図書館協会）[18

日] 

 10 月 慶應義塾大学文学部「情報資源管理特殊講義Ｘ」[20 日～12 月 8 日] 
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2 広報活動 

 

 (1) 講演等 

  平成17年 6 月 平成17年度国立国会図書館館長と都道府県立及び政令指定都市立図書

館長との懇談会[27 日：東京本館] 

 8 月 愛知淑徳大学文学部図書館情報学科伊藤ゼミ[16 日：関西館] 

 10 月 平成17年度全国公共図書館サービス部門研究集会[6～7日：徳島県郷土

文化会館] 

   日本図書館研究会「マルチメディアと図書館」研究グループ例会[29 日：大

阪市立大学] 

 12 月 日本研究情報専門家研修[13 日：関西館] 

  平成18年  1 月 大阪府公共図書館協会参考業務実務研修[12 日：大阪府立中央図書館] 

   三田図書館・情報学会月例会[28 日：慶應義塾大学] 

  2 月 平成 17 年度レファレンス研修[3 日：関西館] 

 

 (2) 雑誌記事 

  ・ レファレンス協同データベース実験事業参加館フォーラム報告／（国立国会図書館）関西館

事業部電子図書館課 国立国会図書館月報．（531）平成 17年 6月 
[http://www.ndl.go.jp/jp/publication/geppo/pdf/geppo0506.pdf] 
・ レファレンス協同データベース事業（電子図書館サービスのページ－いつでもどこでもだれ

でも－）／依田紀久 国立国会図書館月報．（533）平成 17年 8月 
[http://www.ndl.go.jp/jp/publication/geppo/pdf/geppo0508.pdf] 
・ レファレンス協同データベース事業データ作成・公開に関するガイドラインの策定について／

（国立国会図書館）関西館事業部電子図書館課 国立国会図書館月報．（537）平成 17年
12月 
[http://www.ndl.go.jp/jp/publication/geppo/pdf/geppo0512.pdf] 
・ 第 1回レファレンス協同データベース・システム研修会開催／（国立国会図書館関西館事業
部電子図書館課） 国立国会図書館月報．（537）平成 17年 12月 
[http://www.ndl.go.jp/jp/publication/geppo/pdf/geppo0512.pdf] 
・ レファレンス協同データベース事業に見るデジタルレファレンスサービス／依田紀久 情報の

科学と技術．56(3)平成 18年 3月（掲載予定） 
・ レファレンス協同データベース事業の取り組み／山元真樹子 現代の図書館．44(1)平成

18年 3月（掲載予定） 
 
 (3) 刊行物（冊子・オンライン） 

・ レファレンス協同データベース実験事業参加館フォーラム記録集 国立国会図書館 平成
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 17年 6月 
[http://crd.ndl.go.jp/jp/library/documents/forum_h16_report.pdf] 
・ レファレンス協同データベース事業データ作成・公開に関するガイドライン 国立国会図書館

平成 17年 10月 
[http://crd.ndl.go.jp/jp/library/documents/guideline_all.pdf] 
・ 『レファレンス協同データベース事業』（広報用パンフレット） 国立国会図書館 平成17年12
月 
・ 『レファレンス協同データベース事業データ作成・公開に関するガイドライン』 国立国会図書

館関西館事業部編集・発行 平成 18年 2月 
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3 参加館数 

（単位：館） 

※ その他は東京都公文書館。また、国立国会図書館には支部図書館を含む。 

 

4 データ登録件数（平成 18 年 1 月末現在） 

 

 (1) 館種別・公開レベル別データ登録件数 （単位：件） 

 

 

第1期 第2期 平成17年度追
加募集

合　計

公共図書館 78 100 88 266
都道府県 42 8 4 54
政令指定都市 8 4 3 15
市町村 28 88 81 197

大学図書館 51 27 15 93
国立大学 22 11 4 37
公立大学 4 2 1 7
私立大学 25 14 10 49

専門図書館 16 6 4 26
3 1 0 4

その他 0 1 0 1
合　　　計 148 135 107 390

国立国会図書館

データ種別 公共 大学 専門、その他 NDL 合計
レファレンス事例 15,972 1,060 1,675 632 19,339

一般公開 5,992 812 1,452 532 8,788
参加館公開 6,468 192 189 2 6,851
自館参照 3,512 56 34 98 3,700

調べ方マニュアル 58 12 63 214 347
一般公開 41 7 62 108 218
参加館公開 13 4 0 0 17
自館参照 4 1 1 106 112

特別コレクション 186 27 1 15 229
一般公開 114 12 1 0 127
参加館公開 69 5 0 15 89
自館参照 3 10 0 0 13

参加館プロファイル 266 93 27 4 390
一般公開 264 93 27 4 388
参加館公開 2 0 0 0 2

合計 16,482 1,192 1,766 865 20,305
一般公開 6,411 924 1,542 644 9,521
参加館公開 6,552 201 189 17 6,959
自館参照 3,519 67 35 204 3,825
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 (2) 分野別データ登録件数 

  ① レファレンス事例データ （単位：件） 

※ 参加館公開＋一般公開データのうち、NDC が付与されているデータのみ集計 

  

 

  ② 調べ方マニュアルデータ （単位：件） 

※ 参加館公開＋一般公開データのうち、NDC が付与されているデータのみ集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NDC分類 データ数 %
0 549 4.9%
1 497 4.4%
2 1,962 17.6%
3 2,378 21.3%
4 913 8.2%
5 856 7.7%
6 771 6.9%
7 1,447 12.9%
8 375 3.4%
9 1,430 12.8%

合計 11,178 100.0%

NDC分類 データ数 %
0 19 11.9%
1 3 1.9%
2 24 15.0%
3 48 30.0%
4 21 13.1%
5 25 15.6%
6 7 4.4%
7 7 4.4%
8 1 0.6%
9 5 3.1%

合計 160 100.0%
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 (3) 提供館別データ公開件数（上位ランキング） 

  ① レファレンス事例データ（上位 30 館） 

 ア 一般公開データ＋参加館公開データ イ 一般公開データ 

参加館名 登録件数
1 埼玉県立久喜図書館 5,838

2 東京都立中央図書館 945

3 山梨県立図書館 861

4 岐阜県図書館 679

5 秋田県立図書館 603

6 近畿大学中央図書館 580

7 国立国会図書館（National
Diet Library）

532

8 茨城県立図書館 502

9 愛知県勤労会館労働図書資
料室

488

10 日本貿易振興機構アジア経
済研究所図書館

457

11 相模原市立相模大野図書館 390

12 岡山県立図書館 353

13 日本海運振興会海事情報セ
ンター

337

14 香川県立図書館 292

15 千葉県立西部図書館 134

16 岡山市立中央図書館 124

17 福岡県立図書館 123

18 大阪府立中央図書館 120

19 栃木県立図書館 117

20 県立長野図書館 110

21 吉田秀雄記念事業財団アド・
ミュージアム東京広告図書館

104

22 京都大学附属図書館 99

23 神奈川県立図書館 98

24 福井県立図書館 94

25 昭和女子大学図書館 87

26 市川市中央図書館 81

27 福島県立図書館 75

28 立川市中央図書館 66

29 東京銀行協会銀行図書館 65

30 神戸市立中央図書館 60

参加館名 登録件数
1 東京都立中央図書館 945

2 山梨県立図書館 861

3 岐阜県図書館 679

4 秋田県立図書館 603

5 近畿大学中央図書館 580

6 国立国会図書館（National
Diet Library）

532

7 愛知県勤労会館労働図書資
料室

488

8 茨城県立図書館 401

9 岡山県立図書館 353

10 日本海運振興会海事情報セ
ンター

337

11 埼玉県立久喜図書館 320

12 日本貿易振興機構アジア経
済研究所図書館

294

13 香川県立図書館 285

14 岡山市立中央図書館 124

15 福岡県立図書館 121

16 栃木県立図書館 117

17 大阪府立中央図書館 111

18 県立長野図書館 110

19 吉田秀雄記念事業財団アド・
ミュージアム東京広告図書館

104

20 福井県立図書館 94

21 昭和女子大学図書館 87

22 市川市中央図書館 77

23 福島県立図書館 74

24 神奈川県立図書館 71

25 立川市中央図書館 66

26 東京銀行協会銀行図書館 60

27 神戸市立中央図書館 55

28 千葉県立西部図書館 51

29 国立女性教育会館女性教育
情報センター

48

30 東京都江戸東京博物館　図
書室

45
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  ② 調べ方マニュアルデータ（上位 5館） 

   ア 一般公開データ＋参加館公開データ イ 一般公開データ 

 

 

 

参加館名 登録件数
1 国立国会図書館（National
Diet Library）

105

2 日本能率協会総合研究所
マーケティングデータバンク

62

3 福岡県立図書館 20

4 大阪府立中之島図書館 17

5 札幌市中央図書館 10

参加館名 登録件数
1 国立国会図書館（National
Diet Library）

105

2 日本能率協会総合研究所
マーケティングデータバンク

62

3 福岡県立図書館 20

4 大阪府立中之島図書館 17

5 東邦大学医学メディアセン
ター

4

5 福井県立図書館 4
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5 データ利用件数 

 

 (1) 月別被参照数の推移 

   ① 参加館用画面 （単位：件） 

 

   ② 一般用画面 （単位：件） 

※ 被参照数は、各データの詳細表示画面の表示回数 

※ 12 月の一般用画面統計は、12 月 15 日から 31 日までの期間が対象 

 

データ種別 レファレンス事例 調べ方マニュアル 特別コレクション 参加館プロファイル 合　　計
2004年4月 1,119 104 24 286 1,533
5月 620 147 16 140 923
6月 880 68 28 88 1,064
7月 911 184 12 88 1,195
8月 1,270 118 125 131 1,644
9月 933 145 174 108 1,360
10月 1,279 138 59 99 1,575
11月 985 90 345 64 1,484
12月 2,499 87 34 153 2,773

2005年1月 2,798 133 302 423 3,656
2月 4,660 174 339 622 5,795
3月 5,868 351 113 182 6,514
4月 2,264 117 22 372 2,775
5月 3,042 92 62 177 3,373
6月 19,272 562 90 251 20,175
7月 14,596 177 271 369 15,413
8月 6,721 179 184 238 7,322
9月 5,116 481 104 694 6,395
10月 8,445 294 275 423 9,437
11月 12,147 350 254 868 13,619
12月 11,582 605 425 929 13,541

2006年1月 8,069 432 14 136 8,651
総計 115,076 5,028 3,272 6,841 130,217

2004年度合計 23,822 1,739 1,571 2,384 29,516
2004年度月平均 1,985 145 131 199 2,460
2005年度合計 91,254 3,289 1,701 4,457 100,701
2005年度月平均 9,125 329 170 446 10,070

データ種別 レファレンス事例 調べ方マニュアル 特別コレクション 参加館プロファイル 合　　計
2005年12月 9,950 919 350 825 12,044
2006年1月 9,839 805 205 378 11,227
2005年度計 19,789 1,724 555 1,203 23,271
（月平均） 9,895 862 278 602 11,636
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 (2) データ提供館別被参照数（上位ランキング：平成 16 年～平成 18 年 1 月） 

  ① レファレンス事例データ（上位 30 館） （単位：件） 

 

  ② 調べ方マニュアルデータ（上位 5館） （単位：件） 

 

 

参加館名 総被参照数
1 国立国会図書館（National Diet Library） 2,967
2 福岡県立図書館 778
3 大阪府立中之島図書館 624
4 札幌市中央図書館 605
5 日本能率協会総合研究所マーケティングデータバンク 298

参加館名 総被参照数
1 埼玉県立久喜図書館 30,712
2 近畿大学中央図書館 13,736
3 東京都立中央図書館 9,608
4 国立国会図書館（National Diet Library） 8,157
5 岐阜県図書館 4,403
6 香川県立図書館 4,322
7 山梨県立図書館 3,728
8 相模原市立相模大野図書館 2,958
9 大阪府立中央図書館 2,712

10 秋田県立図書館 2,701
11 千葉県立西部図書館 1,741
12 京都大学附属図書館 1,628
13 栃木県立図書館 1,339
14 吉田秀雄記念事業財団アド・ミュージアム東京広告図書館 1,300
15 青森県立図書館 1,286
16 日本海運振興会海事情報センター 1,259
17 岡山市立中央図書館 1,214
18 福岡県立図書館 1,212
19 茨城県立図書館 1,044
20 日本貿易振興機構アジア経済研究所図書館 1,020
21 福島県立図書館 885
22 愛知県勤労会館労働図書資料室 833
23 立川市中央図書館 808
24 国立女性教育会館女性教育情報センター 777
25 東京都江戸東京博物館　図書室 755
26 神奈川県立図書館 708
27 宮崎県立図書館 706
28 大分県立図書館 692
29 県立長野図書館 630
30 神戸市立中央図書館 586



レファレンス協同
データベースの可能性

レファレンス事例と調べ方マニュアル
の研修効果と実践

2006年2月24日

　大串夏身（昭和女子大学）
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レファレンス協同データベースの可能性 

レファレンス事例と調べ方マニュアルの研修効果と実践 

 
昭和女子大学 大串夏身 

 

はじめに 

(1)国立国会図書館の充実 

 
(2)レファレンスサービスをとりまく環境の変化 

書誌情報のデータベースの充実 
 
事実情報に関するデータベースの充実 

 
限界と問題点 

 

１ 現代社会におけるレファレンスサービスの意義 

(1)現代社会におけるレファレンスサービス 

①現代社会とは？ 

現代社会 ＝ 知識社会 知識創造社会  知価創造社会 
知価創発社会 など、さまざまに言われている 

 
いずれにせよ 
「知識」が社会の中で一層重要な役割をはたし、 
新しい知識がつくられる社会が到来していることは間違いがない。 

 
新しい知識が一時期多数創られた時期を「情報革命の時代」と言われる。 
現代は「第 3の情報革命の時代」と言われている。 
コンピュータと通信ネットワークが世界に張りめぐらされた時代 
世界のコンピュータが通信ネットワークで結びつけられ 
世界のどこにでもあるコンピュータに保存されている情報・知識でも 
入手できるようになった 

 
⇒ こうした社会の条件（社会の仕組み）がなぜ新しい知識の創造に結びつくのか？ 
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②新しい知識の創造 

複数の知識の組み合わせによって 新しい知識が創られる 第 3の情報革命の時代 
 
(a)過去の情報革命 

●第 1次  紀元前 7世紀 ギリシャで  子音のアルファベットに母音のアルフ
ァベットが組み合わされて話し言葉をそのまま記録することができるように

なった。 
各地の人々の頭の中に記録（記憶）されていた知識が出会い、結びつくこと

ができるようになった。 
⇒ 新しい知識が生まれる ⇒ ギリシャ・ローマ文明の発展 

 
●第 2次 1450年代ドイツからはじまる 活版印刷の発明から 
大量の印刷物が流布する → 各地の考え・知識が交流する 
過去のパピルス・羊皮紙の文書が活版印刷に印刷され大量に流布することに

なった 
⇒ 特にギリシャの知識が再生される 
→ 新しい知識が多量に生まれる  
→ 科学革命、人文主義 などをもたらす 
宗教改革も 

 
（注）活版印刷そのものが３つの知識の出会い・組み合わせから生まれている。 
★紙…………安く大量に作られ印刷材料として使われる 

105年中国に生まれ、→ シルクロード → アラビア → イベリア
半島（12世紀） → フランス（13世紀） → ドイツ（14世紀） 

★錬金術……アラビア → イタリア → フランス → ドイツ 
活字の鋳造技術、印刷インクの作製 

★ぶどう絞り機……フランス、ドイツ 
 

(b)第 3 の情報革命の時代 

現代・これから 
 
図書 体系的な知識の集積   

 
大量に保存されている場 図書館 

一部、デジタル化 ⇒ ネット上に流布 
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例；国立国会図書館近代デジタルライブラリー 
 
効率よく取り出し、求める人に手渡す 

 
レファレンスサービス 
さらに ネット上の各種データベースのなかの知識・情報を図書・ 
雑誌・新聞等と組み合わせて提供 

⇒ いろいろな可能性をもたらす 
●知識・情報、そのものが持つ可能性を顕在化させると言える 
「顕在化」＝社会に知識・情報を形あるものとして出現させる 
仲介者としての司書 ⇔ 形あるものとする利用者 

新しい知識・科学等々 
 
(2)これまでのまとめ 

①知識創造社会が到来している 

知識・情報は、それだけで新しいものへと飛躍するわけでなく、いくつもの組み合

わせから生まれる 
過去の膨大な知識・情報の集積 から 効率よく必要とする知識・情報を取り出す

社会的なシステムが必要である。 
図書館という知識の集積の場・情報の拠点 では 司書が 効率よく知識・情報を

取り出し、必要とする人に手渡す仕事をしている 
この仕事＝サービスを レファレンスサービス と呼んでいる 

 
このサービスを通して 新しい知識を 社会は形あるものとする（新しい知識を

生み出す）ことができる。 
 
②このサービスを社会の隅々に実現して、あらゆる場で 新しい知識を生み出すという 

社会的な条件を整える必要がある。 

 

社会の隅々の場 地域 公共図書館 
大学 大学図書館 
研究機関 専門図書館、機関内図書館 
企業等 専門図書館、企業内図書館 
学校 学校図書館 

さらなる条件 あらゆる地域・組織に図書館が設置される 
そこでレファレンスサービスが積極的に展開される 
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２ レファレンスサービスと 

国立国会図書館レファレンス協同データベース事業 

 
(1)レファレンス協同データベース事業の意義 

 
…………………………………………………………………………………………………… 
1.2 事業の意義はどこにあるか 

1.2.1 レファレンスサービスにおいて、事業はどのような意義を有するか 

［詳細解説］ 

（1）レファレンスサービスの向上と効率化 

（2）情報提供活動の充実 

 

1.2.2 事業に参加する利点は、どこにあるか 

［詳細解説］ 

（1）自館のレファレンス事例データ等の管理 

（2）協同で登録された多数のデータの利用 

（3）コラボレーション機能によるデータの質の向上 

…………………………………………………………………………………………………… 
（『レファレンス協同データベース事業 データ作成・公開に関するガイドライン』国立国会図

書館、平成 17 年 10 月、4-5p） 

 

…………………………………………………………………………………………………… 
2.2 レファレンス協同データベースには、どのような用途があるか 

2.2.1 レファレンス事例データには、どのような用途があるか 

（1）参加館にとっての用途 

①情報源としての利用 

②研修のための利用 

③サービスの改善のための利用 

④広報のための利用 

（2）一般利用者にとっての用途 

 

2.2.2 調べ方マニュアルデータには、どのような用途があるか 

（1）参加館にとっての用途 
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①情報源としての利用 

②研修のための利用 

③サービスの改善のための利用 

④広報のための利用 

（2）一般利用者にとっての用途 

 

2.2.3 特別コレクションデータには、どのような用途があるか 

（1）参加館にとっての用途 

①情報源としての利用 

②広報のための利用 

（2）一般利用者にとっての用途 

 

2.2.4 参加館プロファイルデータには、どのような用途があるか 

（1）参加館にとっての用途 

①情報源としての利用 

（2）一般利用者にとっての用途 

…………………………………………………………………………………………………… 
（前掲、9-11p） 

 
⇒サービスの定着 

 
(2)レファレンス事例集 

①作成の目的 

このレファレンス事例集は、レファレンス協同データベースの活用、とりわけレフ

ァレンス事例データの活用と登録を促進することを目的に、作成した。レファレンス

事例データの登録という点では、主に参加館を対象としているが、一般公開の事例を

紹介しているという意味では、未参加の図書館や国民の方々にも広く活用していただ

けるものと思われる。 
 
②事例について 

目次 
 
③さらに読み込むと 

 
よく聞かれる質問と回答 
特徴ある質問・回答 
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質問・回答の構造を分析する 
調査のシステム・方法を分析する 
⇔ 個々の図書館の現場のコレクション等の対象化をすすめる 

 
幅広い視野を持って 
調べる方法・ルートは、ひとつではない 
関連する知識と情報はひとつではない 
複数のものがある 例；統計 

 
④知識は階層構造を持っている 

日常生活の知識 …… 個々の事実 
方法・やり方 どうすればいいか？ 
→ それはなぜなのか？  
「なぜ」は重要な知識への道程に存在する 

 
社会の各領域の中の知識 …… 体系的な知識、専門的な用語に基づく知識 

・技術・慣習 
より専門的な知識 
より制度的な知識 
市民社会のレベルの知識と国家レベルの知識 
国際的な知識 
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３ データベース活用の具体的なイメージ 

(1)データベースの活用 

データベースを活用したサービスのネットワーク（役割分担と協力）によって、 
それぞれの館種のサービスの向上 
個々の図書館のサービス向上に結びつく 

そうした意味で レファレンス協同データベースを皆で育てる必要がある。 
 
それぞれの知識の領域でのレファレンス事例 
⇔ それぞれ重なりあう関係 多分一番プラスになるのが公共図書館 

 
学校図書館 ⇔ 公共図書館 ⇔ 大学図書館 ⇔ 専門図書館 

 
(2)レファレンス協同データベース活用のイメージ 

 
①質問回答サービスでは 

全体のイメージ 
⇒ 資料 図１ レファレンス協同データベースを活用した質問・回答サービス 

 
個々の分野でのイメージ 
所蔵・所在調査—図書編 ⇒ 資料 図２ 所蔵・所在調査の流れ 

 
文献紹介・事実調査でのイメージ 

⇒ 資料 図３ 文献紹介・事実調査での活用イメージ 
 

事実を調べる ⇒ 資料 図４ 事実を調べる 
 

統計数値を調べる ⇒ 資料 図５ 統計数値を調べる 
 

人物について調べる ⇒ 資料 図６ 人物について調べる 
 
②研修での活用 

 



利　用　者

質問

司 　　　書

探索戦略

レファレ
ンス事例

調べ方マ
ニュアル

特別コレ
クション

回答

図 書

雑 誌

新 聞

インターネット情報源

商用オンラインDB

地 域 資 料

各種メディア

（資料）図１　レファレンス協同データベースを活用した質問・回答サービス



（資料）図２　所蔵・所在調査　－　図書編　のイメージ

自館のOPAC
で検索する

所蔵している OK

所蔵していない

県のOPAC
横断検索エンジン
で検索する

所蔵している館があった 協力貸出で借りる

所蔵している館がなかった

総合目録ネットワーク
システムで検索する 所蔵している館があった 貸出できるか聞く

所蔵している館がなかった

国立国会図書館
NDL-OPAC
で検索する

戦後発行のものであれば貸出できるか聞く

明治期発行のものであれば
近代デジタルライブラリーで検索してみる

あった

なかった

国立情報学研究所Webcatで検索する

レファレンス協同データベースを検索する

主題分野の専門図書館があればOPACで検索する・電話で聞いてみる

所蔵している館があった 貸出できるか聞く

（注1：利用者から）

書店を通じて入手できるか？

古書店で手に入るか？

何らかの手立てで入手できないか？

（注2：図書館員の経験から）
書名が少し違っているのではないか①

本当に1冊の図書なのか？論文集等の中のひとつの論文・記事ではないのか？②

1868年以前の資料ではないのか？③

特別なコレクションにしか収蔵されていない資料ではないのか？④

薄いパンフレットのようなもので通常の図書として整理されていないのではないのか？⑤

雑誌論文のタイトルではないのか？⑥

図書館員
の疑問

（注）児童書・点字図書などは
別に考える必要があります。



質
問
・
受
付

探
索
戦
略

レファレンス事例DB　検索

あった 参考にする 調べる

なかった

調べ方マニュアル　検索

参考にする

調べる わかった

わかった

（資料）図３　文献紹介・事実調査での活用イメージ



（資料）図４　事実を調べる

レファレンス協同データベースを検索する

とりあえずインターネットの総合的な検索エンジンで調べる

ネット上の有料の百科事典で調べる

主題の分野が分かる 専門分野のレファレンスブックを手にする

分野があまりよく分からない

百科事典の索引を調べる

あった

さらに詳しく知りたい

専門事典で調べる

専門分野の便覧などの
レファレンスブックで調べる

なかった

あった さらに詳しく

新しい事実であるらしい

『現代用語の基礎知識』などの新語事典で調べる

『読売年鑑』などの総合年鑑で調べる

「日経4紙」などの新聞DBで検索する

インターネットの総合的検索エンジンで検索する

分野の当たりをつけて専門事典で調べる

地域事典や地域年鑑で調べる

地域新聞、専門新聞のDBで検索する

インターネットの総合的検索エンジンで検索する

OK



（注１）これは日本の統計数値を調べるチャート図です。世界の統計数値を調べるときはインターネットの『世
界の統計』から同じように調べます。ただ、国際統計の場合は、外国の統計サイトで探すことが多くなります。

（注２）『統計情報インデックス』には民間機関の主な統計もカバーされています。『ビジネスデータ検索事典』
は、日本能率協会マーケティングデータバンクに所蔵されているものが多くあります。有料の会員制の機関な
ので、図書館では利用者に紹介するところで終わるケースが多くなると思います。

（資料）図５　統計数値を調べる（注１）

「A」に関する統計数値を知りたい

『日本統計年鑑』（印刷物）の巻末
事項索引でキーワード「A」を探す

あった

OK もっと新しい統計数値
を知りたい

（インターネット上に最
新の「日本統計年鑑」が
ないか確認する）

OK統計表の下の注記の記
述を手がかりに一次統
計書を探す

一次統計書の中の統計
表をみる

『統計情報インデックス』で調べる あった

ない

インターネット上の「統計データ
ポータルサイト」の「検索データ
のフリーキーワード」でキーワー
ド「A」を検索する

見つかった

統計表を表示さ
せる

OK

該当の統計書を探す

統計表を見る

『ビジネスデータ検索事典』で調
べる

統計表の載っていそうな統計書
が見つかった

統計書を探す

？？？（注2）

ない

レファレンス協同データベース
を検索する

統計表をみる



（資料）図６　人物について調べる

人名の読み方が分からない

最近活躍している人

例：『実用難読奇姓辞典』増補新版　篠崎｛日光｝雄、日本加除出版、1986、
　　『人名よみかた辞典』増補改訂　日外アソシエーツ、1994、2冊

日本人＝『人物レファレンス事典』新訂増補　日外アソシエーツ1996-2003、6冊
外国人＝『外国人物レファレンス事典』日外アソシエーツ、1999-2002、14冊　　　　　　　　人物レファレンス事典

あった

ない

掲載されている人物事典
の該当のページ

OK

さらに新しい情報がほしい 商用オンラインデータベースを検索する

インターネットを検索する

新聞記事データベースを検索する

レファレンス協同データベースを検索する

（1）最近活躍を始めた人である 商用オンラインデータベースを検索する

インターネットを検索する

新聞記事データベースを検索する

（2）専門分野で活躍している 専門分野の人物事典で調べる

インターネット上の専門人物事典で検索する

（3）地域で知られている

（4）それほど有名な人ではない

商用オンラインデータベースを検索する

インターネットを検索する

新聞記事データベースを検索する

例：科学技術振興機構
　　　「研究開発総合支援総合ディレクトリReaD」（http://read.jst.go.jp/）

注：地方人物事典は少し古いが国立国会図書館所蔵を対象にして作られた
　『日本人名情報索引』改訂増補版　馬場萬夫、国立国会図書館、1990
　で調べることができる

地域の人物事典や地域年鑑掲載に人名録などで調べる

とりあえずインターネット、新聞記事データベースを調べる



東京都立図書館の実践

－東京都立中央図書館における
　 レファレンス事例データベースの活用－

東京都立中央図書館
　サービス部情報サービス課資料相談係

　　　　　　　　　　進藤　つばら
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図書　約148万冊（約23万冊が開架）
新聞　約1,000紙
雑誌　約12,000誌

　　　　　　

主題室制
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レファレンス・サービスの流れ

一般利用者

都立多摩図書館

区市町村立図書館

専門情報機関

都立中央図書館

質問

質問 回答

回答

資料相談係
共同電話
センター

主題室
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事例データベースの構築(1)

平成13年度　情報サービス課内に

　　　　　　　　　　　「事例分析プロジェクト・チーム」を設置

　レファレンス・サービスの基本方針を提示

　　(1)情報源の広がりに対応する。

　　(2)レファレンスを効率化し、レベルアップを目指す。

　　(3)利用者ニーズを把握する。

　　(4)積極的な情報発信　　　　　

東京都立中央図書館では、レファレンス事例を質問受付
票、質問記録票、インフォメーション・カード等の紙媒体に
記録し、蓄積してきた。

レファレンス事例データベースの構築



5

事例データベースの構築(2)

平成14年4月　レファレンス事例データベースの構築について

　　　　　　　　　　検討開始　⇒　Microsoft　Accessで作成

　　　 　11月　本格入力開始

　　　　　　　　　 　「レファレンス事例データベースに関する<Q＆A>」

平成15年4月　「レファレンス事例100」公開

　　　　　　　　　　　　（事例データベース準備版）

平成16年2月　レファレンス協同データベース実験事業に参加、

事例データを提供

平成16年3月　都立図書館ホームページで

　　　　　　　　　　事例データベース「しらべま専科」公開（419件)
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事例データベースの目的

レファレンス事例を共有化し業務に役立てる。

調査の手がかりとする。

職員のスキルアップ。

パスファインダー、研修用資料、

　　　　　　　　　説明用資料の作成の材料とする。

事例分析、レファレンスの検証。

レファレンスサービス、情報源・調査方法の紹介。

所蔵資料のPR。

利用者・図書館との双方向コミュニケーション。

未解決事例の解決の手がかりを得る。

レファレンスの評価（外部の目）。

業務用

公開用



レファレンス事例入力の流れ

電話 口頭 Eﾒｰﾙ FAX 文書

選択

事例DB入力

検索

新規入力
情報の追加・
修正

事例の蓄積 （レファレンス受付票、プリントアウト）
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レファレンス事例の入力

【入力する事例】

繰り返して聞かれそうなもの

スタンダードなもの

記録を残すに値するもの

将来の分析対象になり得るもの

追加情報の発生が見込まれるもの（未解決事例など）

蓄積した事例から、選択し、記録（レファレンス受付票）を
参考に事例DBに入力する。（再調査をすることも）
資料情報は、都立図書館システムから取り込む。
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レファレンス事例の公開

都立図書館ホームページ

　　・ 事例DB「しらべま専科」

　　・ レファレンス事例100

　　・ Give Up事例

　国立国会図書館レファレンス協同データベース

公開基準

1. 事例から個人が識別できないようにする。

2. 差別表現がないか注意する。

3. 公益のために公開する。

　公開事例件数　845件
　　　　（2006年1月末現在）

　　　
　　更新頻度　4回／年
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事例公開までの流れ

事例の選定

データの整備 点検

公開事例の決定

決裁

都立図書館ホームページ

「しらべま専科」
レファレンス協同DB

データの抽出

データの送付

都立図書館・事例DB
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協同DBへのデータの送付
都立図書館・事例DB

必須項目
　・管理番号
　・公開レベル
　・質問内容
　・回答内容

その他項目は、協同DBに対応する項目
があるもののみ抽出
　・事例作成日　→　データ登録年月日
　・質問種別　→　質問種別
　・カテゴリー　→　内容種別
　　（言葉、人物、郷土）

レファレンス協同DB

データの抽出

データの送付（CSVファイル）

送付データ
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今後の課題

レファレンスツールとして活用

事例入力の促進

内容の整備

公開手順の簡略化

事例の分析

レファレンス事例データベースの活用

高度専門的情報サービスの充実
利用者の視点に立ったサービスの展開



大学医学図書館から見た
レファレンス協同データベースの

活用可能性

慶應義塾大学信濃町メディアセンター

（北里記念医学図書館）

酒井由紀子　Yukiko SAKAI
yukiko@lib.keio.ac.jp

Feb 24, 2006@NDL Kansai
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実験事業参加の２つの目的

1. 公共図書館における「健康情報サービス」

医学関連質問にどのようなものがあるか？

2. 医学図書館におけるレファレンス研修

事例が演習、実習、研修に使えるのではないか？
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１．公共図書館の「健康情報サービス」
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なぜ医学図書館員が…？
平成12～14年度厚生科学研究事業

「日本におけるEBMのためのデータベース構
築および提供利用に関する調査研究」

研究協力・分担研究：日米比較、米国訪問調査
平成16年度～厚生労働科学研究事業

「患者/家族のための良質の保健医療情報の
評価・統合・提供方法に関する調査研究」

分担研究：国外における消費者健康情報サービス
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なぜ医学図書館員が…？
Evidence-Based Medicine(根拠に基づいた医療）の3要素

Best Research Evidence 
最良のエビデンス

Patient Values
患者の価値観

Clinical Expertise
臨床経験

情報サー
ビス
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北米の「消費者健康情報サービス」*

公共図書館と医学図書館の役割と連携
1970年代　公共図書館と病院図書館の連携プロジェクト
1998-99年米国国立医学図書館による実験プロジェクト
公共図書館が直接サービスの担い手としてふさわしい

医学図書館が主に教育・研修や後方支援で役立つ

*Consumer Health Information Services (CHIS)
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北米の「消費者健康情報サービス」

公共図書館と医学図書館の役割と連携
米国国立医学図書館助成「健康情報アクセスプロジェクト」*

* Ruffin, 2005. LT 53(3):434-452

図書館・組織タイプ プロジェクト数 ％
公共・大学医学図書館 18 33%
公共・病院図書館 16 29%
大学医学図書館＋その他 9 16%
大学・病院図書館 4 7%
病院図書館＋その他 8 15%
総計 55 100%
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日本における健康情報サービス

情報ニーズ→ある

病気や健康に関する情報への関心

患者・家族　 一般

非常にある 44　 37
ある 52　 41

計 96% 78%

* 山口、JMLA-WG調査,平成12＋13年度報告書
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日本における健康情報サービス

現在の情報源→図書館は少数派
情報をどのように得ているか

患者・家族　 一般
医師や看護師 71 %　 73 %
本や雑誌 43 % 44 %
家族や友人 34 % 34 %
新聞・TV 34 % 20 %
インターネット 10 % 12 %
図書館 7 % 7 %

*山口、JMLA-WG調査,平成12＋13年度報告書
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日本における健康情報サービス

期待する情報源→図書館は少数派

もっと便利になるとよいもの

患者・家族　 一般

医師や看護師 79 % 74 %
新聞・TV 22 % 22 %
図書館 8 % 4 %

*山口、JMLA-WG調査,平成12＋13年度報告書
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日本における健康情報サービス

図書館に期待するもの

図書館に期待するものは

　 患者・家族　 一般

患者のための情報センター 58 % 69 %
患者の利用できる病院図書室 52 % 23 %
公共図書館の医学資料の充実 30 % 14 %
大学医学図書館 10 % 4 %

*山口、JMLA-WG調査,平成12＋13年度報告書
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日本における健康情報サービス

公共図書館における認識→必要である
日本医学図書館協会「健康情報研究委員会」発足

利用者からの健康情報に関するニーズを感じていますか？*

強く感じている 5.9%
感じている 72.3%
合計 78.2%

* 都道府県立・特別区立・政令指定都市立・人口30万人以上
市立図書館に対する調査101館回答
杉江，野添.平成16年度報告書:63-88.
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日本における健康情報サービス

公共図書館における認識→実現に向けての課題
健康情報提供に際しての図書館員の悩みや意見*
資料の不足

利用者のプライバシー保護に起因する対応の難しさ

主観的回答ができないことを利用者に理解してもらえない

提供した情報に対する責任を問われることへの心配

専門的知識の不足

レフェラルサービスのためのネットワーク確立が必要

*都道府県立・特別区立・政令指定都市立・人口30万人以上
市立図書館に対する調査101館回答
杉江，野添.平成16年度報告書:63-88.

医学図書館との連携で解決するのでは？
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日本における健康情報サービス

公共図書館・医学図書館の連携のために

レファレンス協同データベース関連で実行したこと

公共図書館での健康・医学関連質問の実態把握
杉江，野添調査，2005-2006（現在進行中）

ガイドラインづくりに参加
酒井，2005
レファレンス協同データベース事業ガイドライン策定会議

付属資料4事例データ・サンプル③文献紹介の例（医学分野）
http://crd.ndl.go.jp/jp/library/documents/guideline_all.pdf

→「健康情報」以外の質問も多いことを確認
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日本における健康情報サービス

公共図書館・医学図書館の連携のために

レファレンス協同データベース活用の可能性

医学図書館、関係図書館界への広報と実践

コメント欄利用による過去の質問へのフィードバック

調べ方マニュアル登録

一般向けサービス実施館は事例登録も有効
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２．医学図書館のレファレンス研修



17

なぜこのデータベースが有効か？

医学図書館レファレンス担当の業務内容の変化

医学研究者の利用の中心はセルフサービスへ

（PubMed，医中誌Web，電子ジャーナル）
解説レビュー執筆、診療ガイドライン作成のための網羅
的な文献検索サービス

参考）EBM実践のための臨床での高度な文献提供サービス
　　　－日本の大学医学図書館での実施は少ない



18

なぜこのデータベースが有効か？

医学図書館レファレンス担当の業務内容の変化

一部のデータベースやツールへの集中（PubMed）
データベースやツールの使い方を中心とした教育へのシフト

インターネットも含めた所蔵調査、資料入手中心の調査業務

学外からの、数が少ないが多様な質問

↓

多様な事項調査に対応するための積み重ねが得られない

様々な主題知識を得るチャンスが少ない
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なぜこのデータベースが有効か？

医学図書館レファレンス担当の業務内容

慶應義塾大学レファレンス統計（2004年度）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三田

日吉

医学

理工学

湘南藤沢

文献所在

事項

利用指導り

その他
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なぜこのデータベースが有効か？

人員配置

人員減と異動

慶應義塾大学信濃町メディアセンターの場合（専任＋嘱託）

1995年　26名
2000年　20名　テクニカルサービス集中処理へ
2005年　14名　閲覧・複写業務に委託導入
↓

主題専門性を維持する困難
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なぜこのデータベースが有効か？

医学図書館の研修

外部研修は選択肢のない集合研修が中心

データベース、情報リテラシー教育中心

専門課程の実習、科目での演習はあり

NPO法人日本医学図書館協会の試み
「私のレファレンス事例」クローズ

日本薬学図書館協議会「レファレンス事例集」1998年

↓

医学図書館員が幅広い参考資料を学ぶ機会が少ない
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なぜこのデータベースが有効か？

医学図書館の研修

内部研修・体験共有のための地道な努力

慶應義塾大学信濃町メディアセンター
ワンポイント研究会　毎週→隔週金曜日8時30分～9時
　1999年4月～2003年2月

Ref-talk 毎週水曜日　10時～30分程度＋メール報告
記録保管、統計手順整備

　2004年4月～

↓

記録を体系立てて保管、広く再利用、統計に生かせないか
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なぜこのデータベースが有効か？

レファレンス協同データベース

「健康情報」だけでない医学に関する多様な質問の存在
Cf.米国公共図書館での「健康情報サービス」訪問調査

再利用のための

工夫の機能

Oakland Public Library
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医学図書館＋αのレファレンス研修

医学および各種図書館での医学分野のレファレンス
研修のために

レファレンス協同データベース活用の可能性

学外からの参考質問の事例登録

http://crd.ndl.go.jp/jp/public/index.html
専門課程実習、科目演習での事例利用

医学図書館、関係図書館界への広報と実践

医学図書館研修機会での事例利用

調べ方マニュアル登録

既存事例へのコメント記入
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まとめ

1. 公共図書館における「健康情報サービス」

医学関連質問にどのようなものがあるか？

健康情報および医学研究の質問がある

医学図書館の資料やスキルが役立つ可能性がある

2. 医学図書館におけるレファレンス研修

事例が演習、実習、研修に使えるのではないか？

既存の事例も実習や演習に役立つ

コメント記入、調べ方マニュアルや事例登録で

各種図書館との協同に貢献ができる



第２回レファレンス協同データベース事業参加館フォーラム

パネルディスカッション

レファレンス協同データベースを
業務に活かす実践的ノウハウ
－記録する・使う・伝える－

パネリスト

コーディネーター 小田　光宏（青山学院大学文学部）

山崎　博樹（秋田県立図書館）

斎藤　誠一（立川市中央図書館）

井上　真琴（同志社大学総合情報センター）

石渡　裕子（国立国会図書館主題情報部）



今日に至る経緯（パネルディスカッションの趣旨）

• ２００５年２月２４日：第１回参加館フォーラムで，
データの作成・登録方法の明確化が求められる。

• ２００５年１０月１４日：この要望を受けて，「ガイド
ライン」が策定される（２００６年１月には，「レファ
レンス事例集」も完成）。

• ２００５年１０月２０日：「ガイドライン」普及のため
に，第１回システム研修会が開催され，種々のノ
ウハウの情報交換・共有の必要性が確認される。

• ２００６年２月２４日：「記録する」「使う」「伝える」
に点を合わせたノウハウの検討が目指され，パ
ネルディスカッションとして，本日行われる。



パネルディスカッションのタイムテーブル

• 趣旨説明
– １４：１５－１４：２０

• パネリスト報告（各１０分間）
– １４：２０－１５：００

• パネリスト間での質疑応答・討議
– １５：００－１５：２０

• 参加者からの質問・意見・要望に基づく討議
– １５：２０－１５：５０

• まとめ（今後に向けて）
– １５：５０－１５：５５



ホームページの価値創
造

朝レファレファレンス事例を
めぐる円環

山崎

点から線へ研修参照文献石渡

ウェブ公開の工夫

（静的ＨＴＭＬ化）

他館との協力連携

レファレンス・コレクショ
ン構築の参考資料

切り口と発想の記述井上

情報・技術・地域格差の
解消へ

事例はヒント情報と考え
るべし

情報源の特定ができ
ること

斎藤

伝える使う記録する



参加者からの質問・意見・要望（抄）

• ノウハウ（記録する・使う・伝える）
– 担当者間での共通認識をどのように形成するか
– 使いやすい記録はどのように作成するか
– 効率的な検索を行うには，どうすればよいか

• 業務フローの問題
– 種々の業務を行っている中で，記録するための時間
をどのように確保するか

• 根源的な問題
– 蓄積が進まないと使われないのではないか
– 「記録する」ことによる一般化の持つ弊害に対して，
「使う・伝える」において，どのように留意するのか



パネルディスカッションの展開のための視点

• 「記録する」「使う」「伝える」を支えるしくみの改善
– 新機能の開発
– システムのリプレース

• データをもとにした活動の広がり
– データ分析に基づくサービス改善のモデル提示
– データを活用した研修プログラムの開発
– レファレンス事例データに基づく調べ方マニュアルデー
タの充実

• 質を高めるための取り組み
– 「ガイドライン」のモニター調査
– コメント担当者の設置
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レファレンス協同データベースを業務に活かす実践的ノウハウ 

―記録する・使う・伝える― 
 
 

 記録する 使う 伝える 
山崎博樹 
（秋田県立図書館） 
 
 
 

レファレンス事例

をめぐる円環 
朝レファ ホームページの価

値創造 

斎藤誠一 
（立川市中央図書

館） 
 
 
 

情報源の特定がで

きること 
事例はヒント情報

と考えるべし 
情報・技術・地域

格差の解消へ 

井上真琴 
（同志社大学総合

情報センター） 
 
 
 

切り口・発想の記

述 
レファレンス・コ

レクション構築の

参考資料 

ウェブ公開の工夫

（静的 HTML化） 
 
他館との協力連携 

石渡裕子 
（国立国会図書館） 
 
 
 

参照文献 研修 点から線へ 
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秋田県立図書館 山崎博樹 
 
◎ 担当者として、記録する上でのノウハウ 
【レファレンス事例をめぐる円環】 
・当館では、簡易レファレンスを除いて、すべての事例を自館の「レファレンスＤＢ」

に記録しています。記録する際に、レファレンス協同データベースに登録する事例の

チェック項目を設け、その後の作業を効率化しています。またすべての事例を登録し

ているため、統計も簡単に作成できるのがメリットです。 
 
◎ 各図書館で、使う上でのノウハウ 
【朝レファ】 
・昨年から開館前の 15分間で、簡易レファレンス研修会を週 2回実施しています。その
際に、レファレンス協同データベースの事例を 1 例か 2 例選び、参考事例として職員
に紹介するために、活用しています。 

 
◎ 図書館の外へ、伝える上でのノウハウ 
【ホームページの価値創造】 
・図書館システムのオプションでＨＰ用の「レファレンスＤＢシステム」を 2 年前から
提供しています。今のところ特にクレームはありません。他には新聞記事索引システ

ム、人物文献索引システムがあります。 
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立川市中央図書館 斎藤誠一 
◎ 担当者として、記録する上でのノウハウ 
【情報源の特定ができること】 
・利用者からの質問に対して、活用した情報源が特定できる記録の書き方が必要である。

情報源の記録方法は、自分のスタイルを決めてしまうと楽である。 
例－『書名等、情報源のタイトル』（責任表示 出版社等 出版年 請求記号） 
『サイト名』（ＵＲＬ 確認年月日） 

 
◎ 各図書館で、使う上でのノウハウ 
【事例はヒント情報と考えるべし】 
・個々の事例は、その時点での結果であり、それぞれの担当者の力量の中で回答した結

果である。また、利用者が了解（満足）した時点の結果であることを認識して使う必

要がある。したがって、事例内容を調査の出発点＝ヒント情報と考え、より的確な情

報が他にないかを探査する必要があることを頭に入れながら使う。 
 
◎ 図書館の外へ、伝える上でのノウハウ 
【情報・技術・地域格差の解消へ】 
・伝えることによって情報の共有化が促進され、小さな図書館でも多くの情報源の存在

を知ることができ、情報格差（限界）を乗り越えることができる。また、情報探査技

術の伝達によって個々の図書館の技術格差（限界）を解消することができる。今後、

レファレンス協同データベースを活用した研修プログラムの開発によって研修に対す

る地域格差（限界）を是正することができる。なお、ノウハウとしては、できるだけ

多くの事例を“読むこと”が重要だと思う。 
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同志社大学総合情報センター 井上真琴 
◎ 担当者として、記録する上でのノウハウ 
【切り口と発想の記述】 
・レファレンス事例データベースでは質問と回答よりも、「なぜその視点からアプローチ

したのか」「なぜそのツールを選択したのか」の切り口・発想を上手に記述することが

最重要です。ですから、回答がうまく出来たとしても、探索時の逡巡や迷いを、また

不成功に終わった場合の探索ルートも記述したいものです。情報が点から線、線から

面となって立ち上がる「プロセス」を記述いただきたいのです。 
・レファレンス協同データベースが知識データベースになるためには、図書館員の思考法

（無形文化財的スキル？）を炙りだし、共有化することが大切です。 
例－「『スープの冷めない距離』という言葉の語源を知りたい」 
「親子別居の際の望ましい距離として使われるため福祉関係の事典を調べた」（通常

の慣用句辞典類にいかなかった理由がよくわかる） 
 
◎ 各図書館で、使う上でのノウハウ 
【コレクション構築の基礎資料】 
・事例で紹介されるレファレンス・ツールや有用サイトが、どのような文脈＝コンテク

ストの中で利用されているのかを調査し、レファレンス・コレクション構築の参考資

料にしたいものです。自館ポータルの点検や契約すべき商用データベースの判断基準

ともなるでしょう。これにより、平板なレファンレンス・ブック紹介本を利用するよ

り、一歩進んだコレクション構築の学習が可能になるでしょう。 
例－”http:” で実際に利用された有用サイトを検索し、ポータルへの採取可否を検討す
るなど。インターネットを利用ガイドライン作成の参考資料にも利用できます。 

 
◎ 図書館の外へ、伝える上でのノウハウ 
【ウェブ上での公開工夫：一般利用者に触れてもらう工夫】（図書館界の外へ） 
技術的には、今後「キーワード」等の重要項目だけでも DBMS から静的 HTML ファ
イルに吐き出し、検索エンジンの探索ロボットによるインデクス化と上位ランク付け

をねらえば、一般利用者の役に立つのではないでしょうか。 
【他図書館との連携】（自館の外へ） 
レファレンス事例や調べ方マニュアルなどで、自館のおかれた環境や館種間のデバイ

ドが理解できます。これにより協力依頼先や連携先が把握しやすくなることを期待し

ています。 
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国立国会図書館 石渡裕子 
◎ 担当者として、記録する上でのノウハウ 
【参照文献】 
・国立国会図書館の場合、協力レファレンスが中心なので各館のギブアップ事例が寄せ

られることが多い。いきおい「見当たりませんでした」という未解決事例になること

も少なくないが、「どのような資料やサイトを見て見当たらなかったのか」を回答に記

すこととしている。 
もちろん参照したすべての文献を列挙するわけにはいかないが、その主題・分野を調

べる上での基本資料とみなしたものの書誌事項（タイトル、責任表示、出版者、発行

年、国立国会図書館請求記号）あるいは（ページ名、URL、最終アクセス日）を記載
している。依頼館にとって今後の類似レファレンスへの参考となり、自館としては「調

べ方マニュアル」作成の母体となっていく、と考えている。 
 
◎ 各図書館で、使う上でのノウハウ 
【研修】 
・国立国会図書館内部では国会サービスを除く一般レファレンスを担当する課が１７存

在する。レファレンス担当部署ではない課から異動した場合、あるいは新規採用者に

とってレファレンス事例や調べ方マニュアルは格好の研修材料である。 
もちろん、文書レファレンスを受理した際に類似事例がないか確認する際にも用いて

いる。 
 
◎ 図書館の外へ、伝える上でのノウハウ 
【点から線へ】 
・レファレンスに回答する際、参考になりそうな「テーマ別調べ方案内」（レファレンス

協同データベースの「調べ方マニュアル」の元。国立国会図書館ホームページに掲載）

を案内するようにしている。レファレンス事例という「点」から、調べ方マニュアル

という「線」を依頼館に伝えることでより広がりがでてくるからである。 
 
 



レファレンスレファレンス協同協同データベースを業務データベースを業務
に活かす実践的ノウハウに活かす実践的ノウハウ
－　記録する・使う・伝える　－－　記録する・使う・伝える　－

秋田県立図書館 山崎 博樹



　　レファレンス記録の作成レファレンス記録の作成

平成1８年度から図書館システムで作成平成1８年度から図書館システムで作成

データを登録データを登録

カウンターで記録用紙にメモカウンターで記録用紙にメモ

公開データをセレクト公開データをセレクト

データの検証、統計処理データの検証、統計処理 レファ協に登録レファ協に登録

平成13年度から独自入力システムで作成平成13年度から独自入力システムで作成









レファレンスレファレンス事例事例データデータの活用の活用

レ
フ
ァ
レ
ン
ス
事
例
の
セ
レ
ク
ト

レ
フ
ァ
レ
ン
ス
事
例
の
セ
レ
ク
ト

レ
フ
ァ
レ
ン
ス
事
例
の
紹
介

レ
フ
ァ
レ
ン
ス
事
例
の
紹
介

自
館
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
資
料
の
確
認

自
館
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
資
料
の
確
認

レファレンス資料の購入を検討レファレンス資料の購入を検討

レファレンス資料の提供方法検討レファレンス資料の提供方法検討

レファレンス資料のデータ検討レファレンス資料のデータ検討

レ
フ
ァ
レ
ン
ス
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

レ
フ
ァ
レ
ン
ス
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー
の
作
成

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー
の
作
成

レファレンス研修会の開催 週2回 開館20分前レファレンス研修会の開催 週2回 開館20分前





　　朝の研修会での実例朝の研修会での実例

テーマを「地価」と決定し、レファ協にログインテーマを「地価」と決定し、レファ協にログイン

マニュアル記載資料で自館資料を確認マニュアル記載資料で自館資料を確認

調べ方マニュアルで、事例を検索調べ方マニュアルで、事例を検索

研修会で調べ方マニュアルと自館資料を紹介研修会で調べ方マニュアルと自館資料を紹介

自館資料の場所区分を検討し、訂正自館資料の場所区分を検討し、訂正

自館用マニュアルを作成し、メルマガで配信自館用マニュアルを作成し、メルマガで配信



　　レファレンス事例の公開レファレンス事例の公開

パスファインダーでの冊子提供

メルマガでの利用者への提供

レファレンス協同ＤＢへの提供

ホームページのデータベースでの提供



レファレンス協同データベースをレファレンス協同データベースを
業務に活かす実践的ノウハウ業務に活かす実践的ノウハウ
－　記録－　記録し、使い、し、使い、伝える　－伝える　－

立川市中央立川市中央図書館図書館

斎藤斎藤誠一誠一



記録すること記録すること
【情報源の特定ができること【情報源の特定ができること】】

　　　　将来使われることの想定　　　　将来使われることの想定

　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　↓　

　　　　　記録の信頼性の確保　　　　　記録の信頼性の確保

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓↓

　　　　　　　　　　　　情報源の特定情報源の特定 後北条氏とは？後北条氏とは？



使う上でのノウハウ使う上でのノウハウ
【事例はヒント情報と考えるべし】【事例はヒント情報と考えるべし】

個々の事例は、個々の事例は、
　→その時点での結果　→その時点での結果
　→担当者の力量の結果　→担当者の力量の結果
　→利用者が了解（満足）した時点の結果　→利用者が了解（満足）した時点の結果
　　　　　　　　　　　　↓↓
　　事例内容を調査の　　事例内容を調査の出発点＝ヒント情報出発点＝ヒント情報と考え、と考え、
　　より的確な情報が他にないかを　　より的確な情報が他にないかを
　　探査する必要がある。　　探査する必要がある。
　　

バルーンアートバルーンアート

喜喜喜喜



伝える上でのノウハウ伝える上でのノウハウ
【情報・技術・地域格差の解消へ】【情報・技術・地域格差の解消へ】

　　　伝えること→情報の共有化の促進　　　伝えること→情報の共有化の促進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓↓

　小さな図書館でも多くの情報源を入手できる　小さな図書館でも多くの情報源を入手できる

　　　　→　　　　→情報格差（限界）の解消情報格差（限界）の解消

　情報探査技術を伝達できる　情報探査技術を伝達できる

　　　　→　　　　→技術格差（限界）技術格差（限界）のの解消解消

　研修プログラムの開発　研修プログラムの開発

　　　　→　　　　→地域格差（限界）地域格差（限界）のの解消解消

当館の当館の地地
区図書館区図書館
での事例での事例



1

レファレンス協同データベースを
業務に活かす実践的ノウハウ
－　記録する・使う・伝える　－

同志社大学総合情報センター

井上　真琴



2

★調べ方＝スキル

１）情報源の紹介
・レファレンスブックの紹介
・データベースの紹介
・Ｗｅｂ　ＵＲＬの紹介
・ポータルの紹介

２）操作方法の説明

「調査」の
　　考え方
　　　　　　　　

★データの料理

１）論文･レポートの作成
２）問題解決に利用
　
　

　図書館の
　　領域

利用者の領域

情報源的理解
方法論的理解

・何をどう使うのか、なぜ使うのか
・ツール同士の関連性がわからない

　インターネット普及

操作法的理解

方法のプロセスをDB化
＝レファレンス事例データベース

知識データベース・ナレッジマネジメント

１．記録する



3

★調べ方

　釣り道具と使い方 「調査」の
　　考え方
　　　　　　　　

★情報や資料の料理

釣り方

※鮎を釣るのに海へいってどう
　すんねん　－漁場－
※イカ釣りには夜にいくことと　
　　灯火が必要－魚の習性－　

　利用者図書館員



4

ダイエットの成立

• 美容としてのダイエットが
　　　日本に定着したのは？

　・『広辞苑』の語釈
　　 三版（１９８３）：体調維持のための食事制限。規定食。　

　 　四版（１９９１）：美容・健康保持のために食事の量・種類を制限　　　　　　　

　　 　　すること

・『日本国語大辞典』の語釈・用例
　 　初版（1972-76）：見出し語なし

　 　二版（2000-02）：　　　　 　　

　　　※１９８０年代が定着過程で９０年頃が定着時期？という

　　　　　仮説が成り立つ

　　　ポピュラーな「語釈」中心辞書と「用例」主義辞書のかみ合わ

　　　せの記録を見ることで、必要なツールが浮かびあがる

２．使　　う
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美容としてのダイエットのさらなる展開

• ダイエット調査のつづき

・時事用語からのアプローチは？

　　　　　　　　　→　　『現代用語の基礎知識』等

・ダイエット食品の売り上げ右肩上がりはどの時点か？

　　　　　　　　　→ 　　マーケティング情報の調査

・国会会議録（特に厚生委員会）ではどうか？

　　　　　　　　　→ 　　NDL国会会議録検索システム　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　http://kokkai.ndl.go.jp/

・ダイエット特集記事の件数は？　雑誌の性格は？

　　　　　　　　　→ 　　『大宅壮一雑誌記事索引』（件数数えてグラフ化）

　　　　　　　　　→ 　　『雑誌新聞総かたろぐ』　（記事掲載雑誌の対象読者）
　　



6

アプローチ種別

　　　　　？　　　　　　　　 ？
３．方法的アプローチ

　 （なぜ使うのか）

　（どう組み合わせるか）

・検索方法の講習

（ブール演算、トランケーション等）

　

・各事辞典の凡例読解２．操作法的アプローチ

　　（どう使うのか）

・有用サイトの紹介参照

（『インターネットで文献探索』

・パスファインダー参照

・ポータル参照

・『日本の参考図書』

・『情報源としてのレファレンスブッ
　ク』

・各種主題別紹介資料

１．情報源的アプローチ

　　（何を使うのか）

電子化資料
（データベース／フリーサイト）

印刷物
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データ
データ データ

データ

□深層ウェブ
　　（データベースなど）

CGI

インデクス部

検索キーワード

一時的

ヘッド部

表示文書・画面の生成

□表層ウェブ
（検索ロボット収集）

３．伝える
検索エンジンで
ヒットする部分

検索エンジンで
ヒットしない部分

データ

インデクス部

RDBMS
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OPAC

リポジトリ（コンテンツ：紀要・貴重書の電子化・教材電子化）ポータル

どうやって
必要な情報
を探せばよ
いの？

商業データベース

ＥＪ／eBook

フリーデータベース

質問・回答 各種講習会（印刷資料・DB･Web)

利用者

Web ページ

情報リテラシー
講習会

レファレンス

発信系

受信系

NII
NACSIS-CAT/ILL（GIF)
NACSIS Webcat （Plus)
SPARC/JAPAN
GeNii, CiNii, JuNii 

テクニカル面

サービス面

レファレンス事例
データベース

メタデータ

NDL
レファレンス協同DB事業
デジタルアーカイブ（近デジほか）
ウェブアーカイビング
（WARP, Dnavi）　



レファレンス協同データベース事業
　　　　　　　　　　　　　　実施要項

９－（２）

当館がレファレンス協同データベー
スに登録するデータに関する業務は、
主題情報部において行う。



館内マニュアルの再整備

　　　　　　
レファレンス事例　
　　　　

「レファレンス事例採択
ガイドライン」

「レファレンス事例編集
マニュアル」

レファレンス事例　
　　　　

「レファレンス事例採択
ガイドライン」

「レファレンス事例編集
マニュアル」

調べ方マニュアル

　　　　　　　

「調べ方マニュアル

データ作成ガイドライン」

調べ方マニュアル

　　　　　　　

「調べ方マニュアル

データ作成ガイドライン」



＜記録する＞のキーワード

参照文献参照文献
＜資料＞＜資料＞

タイトル、責任表示、タイトル、責任表示、
出版者、発行年、出版者、発行年、

　請求記号　請求記号

＜サイト＞＜サイト＞

ページ名、ページ名、URLURL、、
　　最終アクセス日最終アクセス日



＜使う＞のキーワード

研修研修

・異動、新規採用時の・異動、新規採用時の
研修材料研修材料

・類似事例検索・類似事例検索



＜伝える＞のキーワード

点から線へ点から線へ

レファレンス回答の際、レファレンス回答の際、
「テーマ別調べ方案内」「テーマ別調べ方案内」
に言及に言及


